
Japan Advanced Institute of Science and Technology

JAIST Repository
https://dspace.jaist.ac.jp/

Title HDTV開発プロジェクトの展開メカニズム

Author(s) 神橋, 基博; 伊地知, 寛博; 平澤, 泠

Citation 年次学術大会講演要旨集, 10: 216-221

Issue Date 1995-10-05

Type Conference Paper

Text version publisher

URL http://hdl.handle.net/10119/5509

Rights

本著作物は研究・技術計画学会の許可のもとに掲載す

るものです。This material is posted here with

permission of the Japan Society for Science

Policy and Research Management.

Description 一般論文



3B4 HDTV 開発プロジェクトの 展開メカニズム 
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これらのメーカーは MUSE の実用化においてどれも 重 

要な働きをしている。 

4.2. 分析結果 

式 ・デジタル方式が 混在しているがアメリカではもと 

もと HDTV の定義が日本と 異なり、 ATV (Advmc ㏄ 

TV) としてさまざまな 形態を含んでいるためこのまま 

図 1 が日本における MUSE 方式の信号圧縮技術の 動 

的活動連関 図 であ り、 最大のグループについてバルー 

プ内の サ プバループのリーダーごとに 網を掛けている。 

全体を見るとまず ト Ⅲ K が先行し メ 一ヵ一の研究開発 

は田 年前後に始まっている。 次に MK  を中心とした 

巨大なグループが 存在することから、 M Ⅰ K が 84 年以降 

も開発において 中心的役割を 果たしていたことが 分か 

る。 最大のグループについてみていくと、 共同出願は 

メーカ一同士では 一件もなくすべてメーカーと NHK と 

の形で行われている。 またこの 結 ぴっ き も NHK の大き 

な二つのグループ、 二宮グループと 西沢グループのう 

ち二宮グループに 集中している。 このことから 二宮グ 

ループには単なる 開発ではなく ノ 一ヵ一に技術を 教え 

る 役割があ ったことが示唆される 0 

組織別に見ていくとどのメーカーも NHK との密接な 

共同研究を行いながら 自社においても 独自に開発を 続 

けていたことがわかるの 

5. 日本における 標準化政策 

資料を基に日本における 標準化政策をまとめる [2]0 

84 年 1 月 、 ⅢⅨが MUSE を発表する。 

で 使用する。 

期間はアメリカではまだ 審議中であ るので 1980 年か 

ら利用できる 最新の 1992 年までを用いている。 また、 

この期間において USPatent のクラス構造は 変化してい 

ない 

対象とする組織・ 機関としては 米国での標準化にお 

いて 19 ㏄年以降の選考に 残ったメーカⅠ トムソン、 

フィリップス、 GL 、 MIT 、 ゼニスを選んだが、 アメリ 

カ独自の技術を 見るため、 トムソンとフィリップスに 

ついてはアメリカでの 現地法人であ る Thomson 

ConsumerE 地廿 omicsInc と No 田 )Amenc 卸 PhilipsCo 甲 。 

またトムソンが 1987 年にアメリカのメーカー RCA を 

買収したことも 考えて RCAThomsonLicensingCo 甲も 

入れた。 

6.2. 分析結果 

アメリ ヵ における HDTV の技術開発過程の 動的連関 

図は図 2 であ り、 技術を 1. 画像処理 2. 信号・符号処 

理 3. 伝送の三種類に 色分けしている。 

アメリカでは 政府による技術開発、 特に基礎研究分 

野への大規模な 投資が長年行われてきた 反面、 反トラ 

84 年 4 月から電波技術審議会 (85 年より組織改編に 

より電気通信技術審議会となる ) で標準化のための 審 

議が始められる。 3 .4 年での答申が 予定されていたが、 

同時に進めていた 国際標準化が 欧州の反対によって 大 

幅 に遅れたために、 日本での標準化も 遅れることにな 

り日本における 標準を 88 年 6 月中間報告として 発表し 

た」 O 

スト法のために 日本のように 企業間の共同研究が 行い 

にくく研究グループは 組織ごとに別れている。 

技術内容、 技術の形態を 組織ごとにみていくと、 ま 

ず AT&T は三つの研究グループを 含んでいる。 

Ne 甘 ava Ⅲ， A.N. を中心とするグループはすでに 80 年前後 

に 出願を行っているがここでの 特許は HDTV のキーテ 

クノロジーとなる 部分であ るが基礎的な 段階にとど 

89 年に番組を撮影するときのパラメータであ る スタ まっている。 83 年から 88 年にかけて一件も 出願されて 

ジオ規格について 欧州と大枠で 合意できたことにより、 おらず、 89 年からはチームの 構成員数も増加し 内容、 
㏄年に電通 技 審は答申「高精細度テレビジョン 放送に 出願の形式ともに 実用化に向けたものになっている。 

関する技術的 条寸牛 」を出し、 翌年に郵政省に よ る各千重 Hskell,B.G. のグループと Pu 氏 A. のグループは 連関が強 

勧告、 省令などにより 日本の壬 lDTV は MVSE 方式に 標 { 理論レベルでの 出願が中小になっている。 

進化された。 次に MIT については各チームでほとんど 連関は認め 

6. 米国における 研究開発活動 
られ 々  特許の技術内容もさまざまだが 基礎的な技術と 
いう面では共通している。 

6 Ⅰ．データセットの 確定 GI についてはグループ 内の連関は非常に 強く技術的 

アメリカの技術開発は USPatent を用いて分析した。 に 理論・部品レベルがほとんどで 内容的にはデジタル 

IPC-UPC 対照表 1990 年度版で調べるとそれぞれ 伝送における 動き補正技術が 中心になっている。 きわ 

HMN7@00 ～ 08 が 358.140 ～ 147 、 7/12 ～ 137 が 358.133 ～ めて明確に開発する 分野をしぼっていることが 推測で 

138 に対応しているのでこれを 用いる 0 このうち 358    きる。 

143 と 144 は明らかに音声に 関するものなので 取り除い No れ Ⅱ Ame Ⅱ c 卸 Ph 田 psCo 中については Na 由 nJ.S. が 

て 検索した。 また、 この分類ではいわゆるアナロバ 方 83 年から出願しているが、 これは後には 本流にならな 
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かった技術であ る。 その後欧州のアナロバ 伝送方式で 

の HDTV 規格 HD-MAC が出願されている。 89 年の 

屋 穏 egan,F. と Fisch,E.H. の特許ではデジタル 符号化が 

取り入れられておりこれに HD-MAC の技術が加わって 

90 年には全デジタル 方式の信号処理技術が 出願されて 

いる。 

RCA 、 ThomsonConsumerE ㎏㎝ onicsInc については出 

願されている 特許が少なく 周辺技術にとどまっている 

ので傾向は読みとれない。 

あ n 油 団 ec 甘 ， OnicsCo 中では出願されている 特許は伝 

送技術の実用化段階での 出願が 中 りで内容を見て い く 

ともともと現行のテレビジョン 方式であ る NTSC 方式 

に信号を付加することで 高画質を達成する 技術を開発 

していたのがそこで 開発された信号分離フィルター 技 

術 をもとに全デジタル 伝送方式の開発では 伝送技術を 

中心に特許が 出願されている。 

以上から米国においては 各社が自分の 得意な領域に 

特化していることが 分かる。 

7. 米国における 標準化政策 

米国における 標準化政策を 史料を基にまとめる f3]0 

1977 年から米国でも HDTV 規格の検討が 開始され 83 

年には ATSC ( 次世代テレビ 方式委員会 ) が設置され規 

格化が進められることになった。 米国は当初は 日本の 

MUSE 規格を支持していたが 87 年から方針が 変わり、 

ATS (Advm 。 目 TVsyslem) 諮問委員会を 設置し米国独 

自の規格を設けることになった 0 Al0 諮問委員会では 

一般から HDTV 伝送方式を募集し、 共通の性能テスト 

による優劣で 方式を決定することとし、 MUSE はその 

中の 1 候補に過ぎなくなった。 また米国メーカーはコ 

ンソーシアムを 形成しこれに 参加した。 

90 年 6 月に GH 社が全デジタルィ 六選方式 HDTV をシ 

ミュレーションの 形で発表し、 大きな反響を 呼んだ。 

これによって「アメリカでは 全デジタル伝送方式」の 

雰囲気ができ ATS 諮問委員会のテストに 参加していた 

コンソーシアムのうち ATRC ( フィリップス、 トムソ 

ンなど ) 、 ゼニス、 MIT が全デジタル 伝送方式に変更し 

た。 93 年 2 月には ATS 諮問委員会で、 MUSE を除いた 

4 つの全デジタル 伝送方式で再テストを 行 う ことが決 

定され、 MUSE がアメリカ標準になる 可能性はなく 

なった。 また、 93 年 2 月には ATS 諮問委員会の ワ イ 

リー委員長が 再テストとなった 全デジタル伝送方式 4 

つ にたいして各社の 優れて部分を 組み合わせた 共同方 

式としてグランド・アライアンスを 提案し、 この上で 

標準化が進められた。 

8. 考察 

日本における HDTV の開発・標準化では NHK が先行 

して技術開発を 行った。 核 となる伝送技術が 完成した 

84 年 1 月の直後 4 月から標準化の 作業が始められる。 

また、 開発の側でも 実用化のための LSI 化が M Ⅸ と 

メーカ一の共同研究で 進められた 0 84 年以前の HDTV 

の研究は王に NHK で行われていたが 機器の開発には 

メーカ一の協力が 不可欠であ り、 そのためメーカーか 

らも関連する 特許が出願されている。 しかしこの LSI 

化によって NHK の持っていた 技術を共同研究の 形で 

メーカ一に伝えていたことが 先の活動連関図から 推測 

できる。 

標準化はいくつかの 候補があ がっていたものの 完成 

度の高さから 88 年に中間報告で MUSE 方式が選ばれ 

た 。 90 年には答申として 発表され、 同じく 90 年には 

MUSE 方式の HDTV が各メーカーから 発売されている。 

米国における HDTV の技術開発は 1980 年 ィ 化は日欧に 

大きく遅れを 取っていた。 組織活動を見ても 各組織が 

ばらばらに開発を 行っている 0 標準化も日本の 規格 案 

をほぼ採用していた。 

しかし、 S0 年イ七 後半から米国独自規格を 制定しよう 

とする動きが 生まれる 0 技術開発においてもいくつか 

のコンソーシアムが 結成される。 

90 年に日欧で開発されていたのとは 異なる全デジタ 

ル方式が発表されたことで 政策においては 93 年に ATS 

諮問委員会が 全デジタル方式の 採用を発表すると 共に 

グランド・アライアンスが 提案される。 技術開発にお 

いては各組織とも 80 年代末期から 開発が活発に 行われ 

るが特に 90 年以降はどの 組織も全デジタル 方式の開発 

を行いながらも 技術領域としては 各自が得意な 領域に 

特化している。 

以上日米における HDTV の標準化の役割を 比べると 

日本においてはまず MUSE という技術があ り、 それを 

実用化するための 各界の意見調整の 場であ ったのに対 

して、 米国においては 先に米国独自規格という 政策目 

標があ り、 そのために技術を 手の付けられていない 全 

デジタル方式にしぼり 業界の活動を 調整する場であ っ 

た 。 

この違いは日米が 当時持っていた 技術の双提条件の 

違いと共に米国には Tv の製造技術がほとんどないこと 

も影響しているかもしれない。 

9. まとめ 

本研究では HDTV の伝送技術を 対象技術として 特許 

データに基づいて 開発の組織過程を 動的連関 国 として 

表現し、 標準化政策と 照らし合わせることで 政策の流 
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図 1  日本における MUSE 方式の信号圧縮技術の 動的活動連関 図 : サ プバループに ょ 6 分類 ( っ づき ) 
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して表現し、 標準化政策と 照らし合わせることで 政策 [2] 日本の標準化政策に 関しては電気通信技術審議会第 

の 流れと技術開発の 両面から科学技術政策の 形成過程 16 号答申「高精細度テレピジョン 放送に関する 技術的 

を 明らかにすることを 目的とした。 条件」を参照した。 

この結果から 日米の科学技術政策の 形成過程を新し [3] 米国の標準化政策に 関しては上演千春「米国 AW 

ぃ 視点から比較する 事ができた。 方式決定と欧州のディジタル・テレピ 放送 (1) 」放送 技 

参考文献 術 (1993.5),  「米国 ATV 方式決定と欧州のディジ タ 

寛博 第 8 回研究・技術計画学会年次学術大会講演 要 
山 平澤 冷 ，依田達郎，朝北 浩 ， 李昌協 ， 伊地知 ル 木下泰三，丸山俊徳「映像のディジタル ・テレピ放送 (2) 」放送技術 (1993 旬，中屋雄一郎， 化」電気通信 

旨集 ・ (1993) (19943) を参照した。 
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図 2  アメリ ヵ における HlDTV 関連技術の動的活動連関 図 : 技術に ょ 8 分類 

睡鰯 1. 画像処理 養諾 2   信号・符号処理Ⅰ 3   伝送 
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